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地域福祉推進体制の充実
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　保健福祉諸計画（北広島市地域福祉計画、高齢者保健福祉計画・第3期介護保険事業計画、
北広島市障がい福祉計画、北広島市障がい者福祉計画、北広島市次世代育成支援対策推進行動
計画及び北広島市健康づくり計画）が効果的に実効をあげていくために、実施状況を客観的に
把握・評価する市民代表による意見集約の場が必要と考え、市民及び保健福祉医療機関関係者
による懇談会を設置し、幅広く市民の声の行政への反映を図る。

　高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画をはじめ、地域福祉計画、障がい福祉計画、障がい者福祉計
画、健康づくり計画、次世代育成支援対策推進行動計画の策定と推進のため、新たに保健福祉施策懇談会
委員３２名を選出。
　懇談会には、地域福祉・高齢福祉・障がい福祉・児童福祉の４部会を設置。次世代育成支援対策推進行
動計画を除く諸計画は、今後、各部会での討議や全体の懇談会での協議を経て、計画の策定を予定してい
る。

【１８年度】
　・北広島市保健福祉施策懇談会設置
　・第1回北広島市保健福祉施策懇談会開催
　・各部会の開催
【１９年度】
　・第2回北広島市保健福祉施策懇談会（施策事業の評価及び課題整理）
　・児童福祉部会の開催
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　北広島市保健福祉施策懇談会設置要綱

目　　的

意　　図
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課長職名 平成２０年７月１日作成日

北広島市
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□

□

□

■

今後の方向性

　 内部評価委員会
   の総合判定

　計画策定時はもとより、計画の進行管理において
も、各施策事業の評価などで幅広く市民の声を市政
に反映させていくため、本事業を継続していく。

　１次評価のとおり。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止
□終了

□拡大重点化

　　□有　　　　■無

【１次評価】

□拡大重点化
■現状継続

　 事務事業担当
　 部局の総合判定

　地域福祉施策を推進するためには、多様化する福
祉ニーズや地域の課題などを継続的に意見交換する
ことが重要である。

・受益者負担は適正か。
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
　ていないか。

　当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
ておらず、全ての市民に関わることであり適切であ
る。

評点区分 　　４　適切　　　　３　概ね適切　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

4

 法律で実施が義務付けられている事務事業か

4

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか。（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか。
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か。
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か。
　（公共性・公益性の度合）

公
平
性

有
効
性

外部評価
委員会の
総合判定

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。
民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

□統合

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

□見直し

前年度の
２次評価

判　　定

現状継続

今後の方向性

　計画の進行管理について、十分な実効性が得られるよう懇談会の活用を図ること。

[※参考]

今後の方向性（課題と解決方法等）

■現状継続
□見直し

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

整理番号 18-24

　保健福祉諸計画の実施状況の点検や進行状況の確
認をしながら、地域福祉政策を推進させるための意
見交換の場を設けて市民の声を行政に反映させる必
要がある。

　多様化する福祉ニーズや地域の課題などの市民の
声を保健福祉政策に反映させるためには必要な方法
である。

3

妥
当
性

□休・廃止
□終了

３　評　価　（チェック）

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か。
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か。
　（手段有効度合）


